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Ⅰ 公募の概要 

 

１ 趣旨 

  秦野市（以下「市」という。）では、介護保険法（平成９年法律第１２３号、

以下「法」という。）第１１５条の４６に定める地域包括支援センター（市で

は「地域高齢者支援センター」と呼称。以下「センター」という。）を、７地

区に設置しています。 

そのうち、次に掲げる区域において、現受託法人との委託契約が終了する

ため、センター業務委託契約を行う法人の公募、選定を行うものです。 

 

２ 公募概要 

 (1) センター名称 秦野市大根地域高齢者支援センター 

 (2) 担当地区（次ページ日常生活圏域図のとおり。） 

地区名 町名等 高齢者人口 

大根 

地区 

南矢名・下大槻・南矢名１～５丁目 

北矢名（３３～５３番地、５５～７３番地、７

４番地の１～２３、７４番地の２５～３７、７

５番地、７６番地の１～３、７６番地の５～６、

７６番地の８、７７番地の１～４、７７番地の

６、７７番地の１２、７７番地の１５～１９、

８２～８５番地、１２７～１３９番地、１４０

番地の７～９、２０１～２２１番地、２２７番

地、２３２～２６０番地、２６４番地の１、２

６５番地、３６７～３７０番地、３７５番地の

１～５、３７６番地、３７８～４４４番地、４

４６番地の２、４４６番地の４、６７４番地以

降） 

６，６２４人 

（令和８年４月

３０日現在） 

鶴巻 

地区 

鶴巻南１丁目（３３番地の１１～１２）鶴巻南

２丁目（４７番地の５、４７番地の９） 

(3) 委託業務開始日 令和９年４月１日 

 (4) 委託契約期間  令和９年４月１日から令和１０年３月３１日までの単

年度契約とします（更新あり）。 
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 (5) 現受託法人との引継ぎ期間 

  ア 指定介護予防支援事業に係るもの 

    令和９年３月１日から３月３１日まで 

    ※この期間にかかる費用については、受託法人の負担とします。 

  イ 委託業務に係るもの 

    令和９年４月１日から１か月を予定。 

    ※引継ぎ状況により、期間を延長又は短縮することがあります。 

    ※引継ぎ期間を前倒しすることがあります。前倒しした期間にかかる 

費用については、受託法人の負担とします。 

 

【日常生活圏域図（７圏域：地域高齢者支援センターごと）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 応募資格 

  公募開始日において、事業を適切、公正、中立かつ効率的に実施できる、

次に掲げる要件をすべて満たすことのできる法人であることとする。 

  なお、契約時までの間に以下の要件を欠いた場合は、契約を行わないもの

とする。 

 (1) 募集する担当地区内において、センターを令和９年３月３１日までに設

置できること。なお、センターの設置とは、４ページから記載する人員配
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置及び施設整備が整い、業務内容が履行できる状態であることを指します。 

 (2) 令和８年９月１日時点で法人格を有し、次のいずれかの事業所（施設を

含む。）の運営実績が１年以上あること。 

  ア 法第１１５条の４６に基づく地域包括支援センター 

  イ 市内において、法に基づく指定を受けてサービスを提供する事業所（福

祉用具貸与・販売のみの事業所を除きます。） 

 (3) 委託法人として決定した場合、令和９年４月１日までに指定介護予防支

援事業者（法第１１５条の２２）の指定を受けること。 

(4) 秦野市契約規則（昭和３９年６月１日規則第２３号）第５条に掲げる者

でないこと。 

 (5) 秦野市一般競争入札の参加停止及び指名停止等措置基準（平成２１年４

月１日施行）に基づく指名停止期間中の者でないこと。 

 (6) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生

手続開始の申立てがなされていない又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない

こと。 

(7) 所有する資産に対し、債務不履行による仮差命令、差押命令、保全差押

又は競売手続の開始決定がなされていないこと。 

（8)  金融機関の取引が停止されている等、経営不振の状況でないこと。 

(9)  直近１年間に、国税、法人県民税、法人事業税及び秦野市税の滞納がな

いこと。 

 (10) 役員の中に破産者又は禁錮以上の刑に処された者がいないこと。 

 (11) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２項に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者で

ないこと。 

（12）秦野市暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）に基づく入札等への

排除措置を受けていないこと。   

（13）政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条に規定

するもの）に該当しないこと。 

（14）宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１９４号）第３条に規定する

もの）に該当しないこと。 

(15) その他、法等の関係法令を遵守していること。 
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Ⅱ 業務内容及び人員配置等の要件 

 

１ 委託業務内容 

 (1) 包括的支援事業（法第１１５条の４５第２項） 

  ア 総合相談支援業務 

  イ 権利擁護業務 

  ウ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

 (2) 第１号介護予防支援事業 

 (3) 地域ケア会議の開催 

 (4) 多職種共同による地域包括支援ネットワークの構築 

 (5) 認知症総合支援事業 

 (6) 一般介護予防事業 

 (7) 在宅医療・介護連携推進事業 

 (8) 生活支援体制整備事業 

 (9) その他法令の定めによりセンターが行うべき業務 

なお、詳細については、別紙「令和８年度地域高齢者支援センター事業委

託業務に関する仕様書」を参照してください。ただし、法改正等により、

令和９年度の業務内容は変更になることがあります。 

 

３ 人員配置の要件 

 (1) 必要最低配置人員 

  ア 包括的支援事業        ５名 

  イ 認知症地域支援推進員   ０．５名（他の職種との兼務可） 

  ウ 生活支援コーディネーター ０．５名（他の職種との兼務可） 

エ 介護予防支援事業       １名 

  オ 上記アからエのほかケアマネジメントや実態把握を行う相談員及び事

務員を法人が責任をもって配置すること。 

   ※人数はいずれも常勤換算とします。 

 (2) 人員体制及び資格要件 

   センターには次のアからウまでの資格を有する常勤の専従職員を配置し、

そのうち１名を管理者とすること。 

  ア 保健師又はこれに準ずる者（※） 

    ※保健師に準ずる者とは、公衆衛生業務の経験が１年以上ある看護師。 
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  イ 社会福祉士又はこれに準ずる者（※） 

    ※福祉事務所の現業員等の業務経験が５年以上又は介護支援専門員

の業務経験が３年以上あり、かつ、高齢者の保健福祉に関する相談援

助業務に３年以上従事した経験を有する者。社会福祉士に準ずる者

については、将来的に社会福祉士の配置を行うこと。 

  ウ 主任介護支援専門員又はこれに準ずる者（※） 

    ※ケアマネジメントが適切かつ円滑に提供されるための知識・技術を

持っているもので、具体的には下記のすべてに該当するもの 

（ｱ） 利用者の自立支援に資するケアマネジメントが実践できていると認 

められるもの 

（ｲ） 有効なケアマネの資格を有する者（研修期間修了までに有効期間が 

切れず、申込時におおむね２年以内に有効期間が満了する者） 

（ｳ） 専門研修課程１、２または実務経験者に対するケアマネ更新研修を 

修了した者 

（ｴ） 神奈川県に介護支援専門員として登録されているか、現に神奈川県 

内で介護支援専門員として従事している者（常勤・非常勤、兼任・専 

任とわず） 

（ｵ） その他、下記いずれかに該当していること 

    a 介護支援専門員を対象とした介護支援専門員にかかる研修を企画も 

しくは、講師やファシリテーターを行ったことがある。もしくはその 

ような研修に１年度４回以上参加したことがある。 

       b  日本ケアマネジメント学会が開催する研究会等において、演題発表 

等を行ったことがある。 

c  日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネージャー。 

       d 専門学校や大学で、現に教員として医療・介護・福祉分野の教育に

あたっているもの。 

e 県ケアマネ実務研修の「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」

において研修実習生を受け入れ、その指導を行ったことがある。（e は

更新研修のみ） 

 

 (3) 人員配置の特記事項 

  ア (1)アに従事する人員は、(2)アからウに掲げる各職種を１名以上配置

すること。ただし、各職種の人員の配分は任意とします。 



- 6 - 

  イ (1)イ及びウに従事する者は、アに従事する者と兼務できます。ただし、

兼務割合を明らかにしたうえで、(1)の配置人員数を満たしてください。 

  ウ (1)エに従事する者は介護支援専門員資格を保有していること（非常

勤可）。 

  エ 実態把握を行う相談員を配置する際は、介護支援専門員や介護福祉士

等の介護業務の経験があり、高齢者対応に精通している者であること。

ただし、資格の有無は問いません。 

  オ 人員には、認定調査員研修を修了している者を２名以上含むこと。な

お、(1)に掲げる業務のいずれとも兼務できます。 

 

４ 施設及び設備の要件 

 (1) センターを設置する建物については、本市の都市計画等に合致したもの

であり、かつ、建築基準法やその他の関係法令等を遵守していること。 

 (2) センター施設関係 

  ア 建物入口を含め、高齢者に配慮した建物・場所に事務所を設置するこ

と。なお、事務所を２階以上に設置する場合は、エレベーターを利用で

きること。 

  イ 事務所内には、施錠できる書類保管庫及び相談室（プライバシーが確

保され、大人４、５人が机を囲んで話せる程度の広さの部屋又はスペー

ス）を設置すること。 

  ウ 電話、ファクシミリ、パソコン（インターネット接続・専用電子メー

ルアドレスの設置等の環境の確保）及びプリンターを配備すること。 

  エ 利用者専用の駐車スペース（２台以上）を確保し、車いすの利用者に

も配慮すること。 

  オ 利用者に対し、センターの所在地がわかるように配慮した看板等を施

設入口又は道路に面した場所に１つ以上整備するとともに、管轄地域住

民に対してセンターの周知に努めること。 

  カ 設備に要する経費については、受託法人が負担すること。 

 

５ 運営日時等 

 (1) 運営日及び運営時間 

   月曜日から金曜日（土曜日、日曜日、祝祭日、年末年始を除く）の午前

９時から午後５時まで。 
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 (2) 緊急相談対応 

運営日及び運営時間以外の緊急相談に備え、２４時間３６５日受付可能

な体制を確保すること。 

 (3) 周知 

   センターの運営日時、及び運営時間外の緊急相談についてはパンフレッ

ト等により住民に周知すること。 

６ 委託料 

  次に掲載する金額は、参考金額（令和８年度単価）であり、令和９年度は

当該年度予算の成立後決定します。 

  なお、センターの運営に関する収支は、センター事業と介護予防支援事業

で区分することとし、その他の事業の会計とも明確に区別してください。 

 (1) 包括的支援事業 

  ア 人件費相当分 

    包括的支援事業に必要な３職種の配置人員分を支払う。１人あたり年

間４，７５０，０００円とし、センター業務経験（他市町村の地域包括

支援センターを含む。）に応じて、加算（４％～２５％）を行う。 

なお、除いた１人分は指定介護予防支援事業者の収入で賄うこと。 

  イ 認知症総合事業支援分及び事務費 

    年間５，４６０，０００円 

  ウ 実態把握・介護予防サービス計画等書類作成（単価契約） 

    １件１，０００円 

  エ 地域連携事業報告書作成費（単価契約） 

    １件１，０００円 

 (2) 認知症地域支援推進員 

   年間３，０００，０００円 

 (3) 生活支援コーディネーター 

   年間３，０００，０００円 

 (4) 地域ケア会議（単価契約） 

  ア 実施及び報告書作成分 

    １回１，０００円 

  イ 個別プラン検討型地域ケア会議運営分 

    １回５，０００円 

 (5) 一般介護予防事業（単価契約） 
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  ア 予防事業       １回 ５，０００円～２０，０００円 

  イ 介護者のつどい    １回 ２，５００円～５，０００円 

  ウ 地域活動組織支援事業 １回１０，０００円 

 (6) 請求 

   １か月ごとの委託業務の実績を翌月１０日までに月間報告書及び出勤簿

により報告し、市が指定する方法で請求するものとします。 

 (7) 年間委託料見込み（参考） 

   １年度に支払う委託料の予定額は次のとおりです。なお、一例であり、

事業実施状況や配置人員によって異なります。 

 

項目 金額 備考 

人件費① ２３，７５０，０００円 包括的支援事業５名分、勤続年

数加算なし。 

人件費② ６，０００，０００円 定額。認知症地域支援推進員及

び生活支援コーディネーター分 

認 知 症 事

業・事務費 

５，４６０，０００円 定額 

実態把握 １，８００，０００円 年間約１，８００件 

地域連携 １８０，０００円 年間約  １８０件 

地域ケア

会議 

１３５，０００円 個別プラン運営  ４回 

その他ケア会議 １８回 

一般介護

予防事業 

１５０，０００円 年間約   １０回 

合計 ３７，４７５，０００円  

 

Ⅲ 選定方法、日程等 

 

１ 委託予定法人の選定方法 

 (1) 事業者の決定方法 

  ア 「秦野市公的介護施設等設置・運営法人選考委員会」において、一次

審査（書類審査）、二次審査（プレゼンテーション）に基づいて審査・評

価した結果をもとに、市が選定します。 
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  イ 選定にあたっては、応募資格を満たし、次項に掲げる評価基準による

合計点数が満点の６割以上の評価を得た法人を候補者とします。複数の

候補者が生じた場合は、評価基準による順位付けを行い、最も高い評価

を得た法人を選定します。 

  ウ 予定法人の応募がない場合及び予定事業者が決定しなかった場合は、

再度公募を行う場合があります。また、審査の結果、予定事業者なしと

する場合があります。 

 (2) 二次審査（プレゼンテーションについて） 

   令和８年１１月を予定。 

   詳細については、令和８年１０月中旬頃に別途通知します。 

 (3) 予定法人者の公表 

選考後、決定した予定法人名等を公表します。 

 

２ 評価基準 

 (1) 共通項目 

  ア 事業所運営の基本方針 

   (ｱ) 運営方針 

   (ｲ) 公正・中立性の確保 

  イ 地域ネットワークの取組方針 

   (ｱ) 地域との連携 

   (ｲ) 関係機関との連携 

  ウ 職員の資質 

   (ｱ) 職員の相談業務経験 

   (ｲ) 職員研修計画 

  エ 事業実施計画 

   (ｱ) 介護予防ケアマネジメント 

   (ｲ) 総合相談支援 

   (ｳ) 権利擁護 

   (ｴ) 包括的・継続的ケアマネジメント 

  オ 組織体制 

   (ｱ) ２４時間対応の体制 

   (ｲ) 職員不在時の対応 

   (ｳ) 職員欠員時の対応 
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  カ 個人情報保護 

  キ 事務所設置方針 

   (ｱ) 設置場所の利便性 

   (ｲ) 高齢者への配慮 

   (ｳ) 事務所等の面積、相談スペースの確保 

 (2) 加点評価項目 

  ア 地域包括支援センターの運営実績 

  イ 介護保険サービス事業所の運営実績 

  ウ 介護保険以外の福祉サービスの運営実績 

  エ 介護保険以外の医療に関する事業の運営実績 

  オ 介護予防支援事業に係る職員配置 

 

３ 応募及び選考日程 

日 程 内 容 

令和８年７月１日（水）～ 

８月３１日（月） 

事前相談受付期間 

令和８年９月１日（火）～ 

９月３０日（水） 

応募受付期間 

令和８年１１月（予定） 秦野市公的介護施設等設置・運営法人

選考委員会審査 

令和８年１２月（予定） 委託予定法人の決定 

令和９年２月 指定介護予防事業申請 

令和９年３月 引継ぎ期間（指定介護予防事業分） 

令和９年４月１日（木） 委託契約締結、運営開始 

令和９年４月 引継ぎ期間（委託業務分） 

 

４ 応募の手続等 

(1) 別表に掲げる書類を、秦野市大根地域高齢者支援センター委託法人応募

申請書及び関係資料を添えて申し込んでください。 

(2) 申込場所      秦野市役所 高齢介護課（本庁舎１階） 

                  電話 ０４６３－８２－７３９４ 

 (3) 受付期間 
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ア 事前相談 

令和８年７月１日（水）～８月３１日（月） 

イ 応募受付 

令和８年９月１日（火）～９月３０日（水） 

        土・日曜日、祝祭日を除く。 

(4) 受付時間      ８：３０～１２：００又は１３：００～１７：００ 

(5) 必要部数      ７部（原本１部、写し６部） 

 

５ 応募手続に係る留意事項 

 (1) 事前相談がない事業者の応募は受け付けません。 

(2) 事前相談及び応募受付とも事前予約制とします。電話で日時を連絡して

ください。 

 (3) 事前相談の際は事前相談票を準備のうえ、来庁してください。事前相談

票はホームページからダウンロードできます。 

 (4) 郵送又はメールによる応募は受け付けません。なお、応募書類の持参は

代理人も可とします。 

 (5) 応募に係る一切の費用は、応募法人の負担とします。 

 (6) 応募期間を経過した場合、理由の如何を問わず一切受理しません。 

また、応募受付期間内に応募資料が全て整わない場合や本市から別に期

間を定めて行う提出資料の追加等に応じられない場合には、応募を辞退し

たものとみなします。 

 (7) 応募資料については、審査・選考後においても返却しません。 

 

６ 選考結果 

選考結果は、文書により通知します。 

本通知までの間においては、いかなる問い合わせにも応じません。 

 

７ 本公募に係る質問について、 

本公募に係る質問は、令和８年８月３１日（月）まで、指定の質問票を使

用し、ＦＡＸ又は電子メールでのみ受け付けます。この日以降の質問は一切

受け付けませんので、ご注意ください。 

 

８ 注意事項 
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 (1) 他の応募法人の整備計画の内容に関しての問い合わせについては、一切

応じません。 

 (2) 審査・選考の結果については、本市は一切の異議申し立てには応じませ

ん。 


